
 

令和８年度医療機関業務効率化・職場環境改善支援事業費補助金交付要綱 

 

制定 令和８年８月21日付け医政第629号 

 

 

 （目的） 

第１ 効率的で質の高い医療提供体制の構築を図るため、生産性向上を図る医療機関が、

令和８年度（令和７年度からの繰越分）医療施設等持続化支援事業費補助金交付要綱

（令和８年４月１日付け厚生労働省発医政0401第３号厚生労働事務次官通知別紙）及び

医療分野における業務効率化・職場環境改善支援事業実施要綱（令和８年２月13日付け

医政発0213第22号厚生労働省医政局長通知別紙。以下「実施要綱」という。）に基づき、

ＩＣＴ機器等の導入によって業務効率化・職場環境改善に資する取組を行う場合に要す

る経費に対し、予算の範囲内で、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以

下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

 （補助金の交付の対象及び補助額） 

第２ 第１に規定する経費は、別表第１のとおりとし、これに対する補助額は、同表に定

める区分ごとに、それぞれの経費に係る実支出額に同表に定める補助率を乗じて得た額

と、同表に定める基準額とを比較していずれか低い額（以下「選定額」という。）以内

の額とする。ただし、選定額が総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額（以下

「差引額」という。）を上回るときは、差引額を選定額とする。 

 

 （補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第３ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、規則第５条の規定に

よる補助金の交付決定額に影響のない経費の配分及び内容の変更とする。 

 

 （申請の取下期日） 

第４ 規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領

した日から起算して15日以内とする。 

 

 （財産の管理） 

第５ 補助事業者（この補助金の交付の対象となる事業を行う者をいう。以下同じ。）は、

補助事業（この補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）により取得し、又

は効用の増加した財産（以下「取得等財産」という。）については、補助事業の完了後

においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その

効率的な運用を図らなければならない。 

２ 取得等財産を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれる場合には、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

 （財産の処分に係る制限の期間） 

第６ 規則第19条第１項に規定する期間は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「施行令」という。）第14条第１項第２号の

規定により厚生労働大臣が別に定める期間（補助事業等により取得し、又は効用の増加

した財産の処分制限期間（平成20年厚生労働省告示第384号）で定める処分制限期間）

とする。 



２ 規則第19条第１項第２号に規定する知事が指定するものは、単価が50万円以上（民間

団体にあっては30万円以上）の機械、器具及びその他の取得等財産とする。 

 

 （着手届） 

第７ 補助事業者は、補助金の交付の決定の前に補助事業に着手したいときは、あらかじ

め令和８年度医療機関業務効率化・職場環境改善支援事業費補助金事業着手届（様式第

６号）を知事に提出しなければならない。 

 

 （立入検査等） 

第８ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、

又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委

託の業務を行う者と契約を締結するに当たっては、知事が、予算の執行の適正を期する

ため、当該委託の業務を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務

所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に

質問させることができる旨の条件を附さなければならない。 

 

 （書類の整備等） 

第９ 補助事業者は、補助事業に係る補助金の経理を明らかにした書類を整備し、当該補

助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間（取得等財産がある場合に

あっては、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は、施行令第14

条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅

い日まで）これを保存しなければならない。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第10 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第２のとお

りとする。 

 

 （その他） 

第11 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関して必要な事項は、知事が別

に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和８年８月21日から施行する。 

  



別表第１（第２関係） 

区 分 経 費 基準額 補助率 

医療分野における

業務効率化・職場

環境改善支援事業 

実施要綱に定める対象医療機関が

業務効率化の取組を行う場合に要

する、業務効率化に資するＩＣＴ

機器等の導入及びこれに附随する

費用であって、令和８年度中に生

じる次に掲げる経費 

１施設当たり

80,000千円 

５分の４ 

 備品費   

 消耗品費   

 通信運搬費   

 借料及び損料   

 雑役務費   

 委託費   

 諸謝金   

 印刷製本費   

 会議費   

 

別表第２（第10関係） 

条 項 提出書類及び添付書類 様 式 
提出 

部数 
提出期日 

規 則 第 ４

条 の 規 定

に よ る 書

類 

１ 令和８年度医療機関

業務効率化・職場環境

改善支援事業費補助金

交付申請書 

第１号 １部 別に定める。 

 ２ 経費所要額調書 第２号（別紙内

訳を含む。） 

１部  

 ３ 厚生労働省により選

定された業務効率化計

画 

別に定める。 １部  

 ４ その他知事が必要と

認める書類 

   

規 則 第 ６

条 第 １ 項

第 １ 号 か

ら 第 ３ 号

ま で の 規

定 に よ る

書類 

１ 令和８年度医療機関

業務効率化・職場環境

改善支援事業費補助金

変更（中止、廃止）申

請書 

第３号 １部 別に定める。 

 ２ 変更（中止、廃止）

後の経費所要額調書 

第２号（別紙内

訳を含む。） 

１部  

 ３ その他知事が必要と

認める書類 

   

規則第 1 3

条 第 １ 項

の 規 定 に 

１ 令和８年度医療機関

業務効率化・職場環境

改善支援事業費補助金 

第４号 １部 当該事業を完了

した日（規則第

６条第１項第３ 



よる書類 実績報告書   号に規定する事 

 ２ 経費精算額調書 第２号（別紙内

訳を含む。） 

１部 業の中止又は廃

止の承認を受け 

 ３ 令和８年度医療機関

業務効率化・職場環境

改善支援事業費補助金

請求書 

第５号 １部 た場合には、当

該承認の通知を

受理した日）か

ら30日を経過し 

 ４ その他知事が必要と

認める書類 

  た日又は補助金

の交付の決定を

受けた年度の３

月31日のいずれ

か早い日まで 

 


